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産学官連携に係る取組 

－内閣府の取組を中心として－ 

Outline of Measures Taken by the Government for Industry-University 
Collaboration－Focus on Cabinet Office Activity－ 

 
 
 
 
 
   

小 林  明＊ 
Akira KOBAYASHI

抄録 産学官連携に関する取組が平成10年以降進んできている。本稿では，法制度等の環境整備に関す

る状況や特に内閣府（総合科学技術会議）の取組を解説する。 

＊ 内閣府 参事官（科学技術政策・イノベーション担

当政策統括官付） 
Director for Special Issues, Bureau of Science, Tech-
nology and Innovation Policy, Cabinet Office 

1．はじめに 
産学官連携は，10 年程前からクローズアップさ

れてきているが，規模の大小や注目度の差はあれ，

産学の連携は，それ以前から学会や大学研究室

OB のネットワークを通じて組織的また個別に行

なわれていた。学生時代の記憶をたどれは，例え

ば OB が恩師である大学教官の研究室を訪れ助言

を得たり，研究課題の議論をしたりと情報交換に

来ていたり，また，研究に必要な材料（原料）等

を企業が提供したりという状況が思い出される。

当時の特許公報では大学名を出願人としてみるこ

とより，発明者の情報の中に大学の住所をみる（大

学教授等が発明者として大学の所在地を居所とし

て申請していた）程度であった。 

平成 10 年以降，産学連携に関連する法制度等の

整備が進み，また，国の多くの支援事業が行なわ

れ，そして大学，産業界の活動が活発化され，大

学からの特許出願件数，特許実施件数が格段に増

加し，さらに共同研究及び受託研究が盛んになっ

てきている（図 1 参照1）。 

 

2．政府における産学官連携推進の取組 

平成 10 年以降の約 10 年間，文部科学省，経済

産業省，特許庁，内閣官房，内閣府と多くの府省

庁が産学官連携の環境整備，活動促進に取り組ん

でいる。具体的には，平成 10 年の「大学等におけ

る技術に関する研究成果の民間事業者への移転の

促進に関する法律2」，平成 11 年の「産業活力再生

特別措置法」（「産業技術力強化法」3），平成 13 年の

「第 2 期科学技術基本計画」4，平成 14 年の「知
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図 1：大学等における共同研究実績等の推移 
（出典：「科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会産学連携推進委員会第 5 期第 2 回参考資料 1」P.9） 
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図 2：文部科学省・経済産業省が講じてきた産学官連携施策の変遷・経緯 

（出典：「第 24 回知的財産戦略本部会合資料 3－1」P.5, P.6 より作成） 
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的財産基本法」5，平成 16 年の「国立大学法人法」6，

平成 18 年の「第 3 期科学技術基本計画」7，同年

「教育基本法（改正）」8，平成 19 年の「イノベー

ション 25」9があげられる。また，平成 15 年に知

的財産戦略本部で決定された「知的財産の創造，

保護及び活用に関する推進計画」10において，知

的財産立国を目指すべく，産学官連携に関するル

ールの整備の支援等の提言がされ，以後，平成 21

年に決定された「知的財産推進計画 2009」11でも

取り上げられている。 

これらの取組により，TLO が設立され，大学内

で生まれる研究成果を知的財産権として活用しや

すくなり，また，大学内に知的財産本部が整備さ

れ，研究成果である発明の出願手続き等への対応

が充実し，国立大学の法人化，さらには，教育基

本法の改訂で，大学の役割として成果を広く社会

に提供することが明文化され，そして，科学基本

計画をはじめとする種々の計画で産学官連携のよ

り一層の推進が図られた（図 2 参照12）。 

この結果，特許出願件数等各種数値が伸びる

（図 1 参照）とともに，大学等の意識が変わっ

てきた。具体的には，平成 15，16（2003，4）

年当時に比べ平成 20（2008）年 8 月時点では「共

同研究・受託研究」活動を重視するようになっ

てきており（図 3 参照13），なかでも，平成 15

年には，「共同研究・受託研究に関する相談窓

口・機能・体制の強化」を重視していたものが，

平成 20 年には「産学のニーズとシーズのマッチ

ング活動」を重視するようにと，組織・体制を

整える段階から連携そのものの活動を重視する

段階に変化してきている（図 4 参照14）。知財の

面でも同様に，平成 15 年には，「知財専任職員

の確保・充実」および「知財に関する窓口・機

能・体制の強化」を重視していたものが，平成

20 年には「保有している知財のライセンスや売

却に向けた活動」を重視するようにと活動が変

化してきている。 

 

（書面調査の対象となる産学連携活動の活発な機関）

機関の意識，運営体制，抱える課題や対応する取組

1．産学連携活動の重点の変化

(N=53)
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注： 出典元の調査対象機関のうち本調査の書面調査対象機関データを対象として集計した。調査時点は2008年7月。

出典：科学技術政策研究所「平成20年度大学等発ベンチャーの現状と産学連携の課題に関する調査」の結果より作成。
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多くの機関が共同研究・受託研究の活動を特に重視・強化。

科学技術政策研究所

2003-2004年当時と比べて，多くの機関でベンチャー支援，奨学寄付金に係
る活動が弱まった。

（2003-2004年当時より弱まっている活動）

 

  
図 3：産学連携活動の重点の変化 

（出典：「科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会産学連携推進委員会第 5 期第 3 回資料 1」P.4）
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3．内閣府における取組 

（1）産学官連携サミットと産学官連携推進

会議 
 このような状況の中，内閣府においても産学官

連携の推進や，それに必要となる知財マネジメン

トの充実に向けて，さまざまな取組を行っている。 

産学官連携の推進に関する主要な取組としては，

平成 13 年より「産学官連携サミット」15，また，

平成 14 年より「産学官連携推進会議」16が始まっ

ている。 

 

機関の意識，運営体制，抱える課題や対応する取組

2．共同研究・受託研究

（産学連携活動の活発な機関向け書面調査）

共同研究・受託研究で重視する活動の変化（2003年→2008年11月調査時点）
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備を重視。
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◆現在は「産学のニーズとシーズのマッチング」等の活動を重視する機関が多い。
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図 4：共同研究・受託研究 

（出典：「科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会産学連携推進委員会第 5 期第 3 回資料 1」P.5） 

 

第 1 回産学官連携サミット17は，産学官の連携

を強化・推進するため，我が国初の試みとして産

業界，大学・研究機関等のトップが一堂に会し，

対話・交流する全国規模のものとして開催され「第

1 回産学官連携サミット共同宣言」が採択された。

この共同宣言は，サミット参加者が，大学等の研

究能力と産業の生産能力の内にある潜在力を現実

のものとして発揮させるために，制度の硬直性と

当事者の積極性の不足によって十分には進まなか

った我が国における産学官連携を飛躍的に進展さ

せることが急務であるという共通の認識に立ち，

「産のイニシアティブ」，「学のイニシアティブ」

及び「官のイニシアティブ」を設定し全力で取り

組むものとすべく，科学技術政策担当大臣，経済

団体連合会会長及び日本学術会議会長の連名で平

成 13 年 11 月 19 日に宣言された。具体的には，（1）

産のイニシアティブ：①研究開発の自前主義から

脱却し，大学等の知的ポテンシャルの積極的活用

による新技術・サービス創出を促進する，②企業

トップが大学等との連携を経営戦略上明確に位置

付け，研究開発面の連携，人材交流の促進を図る，

（2）学のイニシアティブ：①大学等の教育研究の

進展のためにも企業との連携を強化することは極

めて重要であるとの基本姿勢を確立し，組織とし
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ての対応を強化する，②国立大学の非公務員型法

人に移行することを目指すなど，改革を進めるこ

とにより，産学官連携に関して国公私を通じた大

学の自主的，自律的かつ柔軟な運営を展開する，

（3）官のイニシアティブ：①産学双方の使命を尊

重し活発な相互連携を促進するため制度改革を積

極的に進めるとともに，大学発ベンチャーの育成

や地域の科学技術振興など各種施策を強力に推進

する，であり，現在にも通じる宣言がされている。

また，宣言文の中には，この産学官連携サミット

の定期的開催に関する記述もあり，その後，平成

20 年まで開催されている。 

また，第 1 回産学官連携推進会議18は，産学官

連携の一層の推進を図るため，実務上の課題を抽

出し，具体的な解決策をとりまとめて政策に反映

させるとともに企業や大学の活動に具体的に生か

すことを目的として，全国から企業・大学・行政

等のトップ及び第一線の研究者，実務者，専門家

が参加して開催された。会議において，小泉総理

から，「産学連携については，産業界，大学，行政

の間には依然として大きな壁があり，様々な課題

が残っています。この第 1 回産学官連携推進会議

では，是非とも個々の課題の解決，具体的な施策

の展開に結びつく結論を出していただきたい」と

のメッセージが寄せられ，参加者には，国全体と

して産学官連携の推進により日本経済の活性化を

図るという意識が共有されるとともに，産学官一

体となって改革を実行する具体的な道筋が明確化

される等の大きな成果が得られた。分科会におい

ては，具体的かつ建設的な意見や提言として，例

えば，「大学発ベンチャーの育成は資金援助のみな

らず，経営，マーケッティング，法務等の集中的

支援が必要」，「世界的な競争の中で大学自らの判

断で，企業ニーズに機敏に対応できるように大学

改革を推進」，「産学官共同研究プロジェクトは期

限と具体的目標を設定し，リーダーに権限と責任

を与えることが必要」等が提示された。 

平成 21年 6月に開催された第 8回産学官連携推

進会議では，近年，技術の高度化・複雑化，グロ

ーバル競争の激化及び製品のライフサイクルの短

縮等に伴い，従来のリニアモデル（学の技術シー

ズ起点の産学連携）に加えて，産業の出口戦略や

イノベーション・シナリオまた課題解決等を起点

とした産学連携モデルの重要性が高まっていると

ころから，メインテーマとして「オープンイノベ

ーション型の産学官連携によるあらたなる挑戦～

環境・資源制約などの世界が直面する様々な制約

への対応を成長の糧に～」と題し，産学官連携を

担う第一線のリーダーや実務経験者等が一堂に会

し議論を深めた。特に知的財産に関しては「プロ

パテントからプロイノベーション時代へ」をテー

マとした分科会が開催され，知財マネジメントが

ますます重要になってきていることが理解された。

他の分科会の結果も受けた全体会合では，産学官

連携のオープンイノベーション促進型モデルへの

進化を横軸に，また，資源・環境制約などの諸課

題への対応，そしてそのことによる成長の確保を

縦軸に，大きく 5 つの方向性（イノベーション創

出基盤の強化，低炭素社会の実現に向けて，地域

イノベーションの創出，オープンイノベーション

拠点の形成，プロイノベーションに向けて）を示

した提言がまとめられた（図 5 参照19）。この産学

連携推進会議は今年も 6 月に開催が予定されてい

る。 

 

（2）総合科学技術会議と科学技術基本計画 
平成 13 年 1 月の中央省庁再編に伴い内閣府に

「重要政策に関する会議」の 1 つとして総合科学

技術会議20が設置された（それ以前は，科学技術

施策の総合調整のため総理の諮問機関として総理 
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成
長
の
確
保
・諸
課
題
へ
の
対
応

産学官連携のオープンイノベーション促進型モデルへの進化

○成長の限界

・資源・エネルギーの制約

○長期的展望に立った革新技術の研究開発が重要

○環境・エネルギー技術革新で世界をリード

○ライフスタイルや社会システムの変革を行うべき

○産官学において既存の枠・仕組みを超えた議論を

行うプラットフォームを構築すべき

○政府一体となってオープンイノベーションへの

取り組み支援

○事業戦略，研究開発戦略と一体となった

知財マネジメントによるバリューチェーンの先導

○日本型オープンイノベーションの確立を目指す

試みにより，地域の特性を最大限活用していく

○ニーズとシーズのマッチングと世界的な販路開拓

○産学官連携の成果として良質な雇用が重要。

○各地域における産学官連携拠点は，地域経済

活性化に向けた議論を強化させる機会にすべき

○能動的でイノベーションを創出する人材の育成

に向けて，切磋琢磨する仕組み作り，活躍の場の

開拓，国の支援の強化

オープンイノベーション型の産学官連携による新たなる挑戦

～環境・資源制約などの世界が直面する様々な制約への対応を成長の糧に～

○組織の壁を越え，世界的ナノテク拠点の形成

○中立的で強力な拠点リーダーが連携と価値創出を

牽引することが必要

○情報の共有・発信や人材交流により

イノベーションを促進

低炭素社会の実現に向けて

イノベーション創出基盤の強化

プロイノベーションに向けて

オープンイノベーション拠点の形成

地域イノベーションの創出

第8回 産学官連携推進会議 まとめ

 
 

図 5：第 8 回 産学官連携推進会議 まとめ 
（出典：「第 8 回産学官連携推進会議全体会合まとめ」） 

 

府に科学技術会議が置かれていた）。平成 7 年に制

定された「科学技術基本法」21により，政府は長

期的視野に立って体系的かつ一貫した科学技術政

策を実行することとなり，これまで，第 1 期（平

成 8～12 年度），第 2 期（平成 13～17 年度），そし

て，第 3 期（平成 18～22 年度）と基本計画が策定・

実行されている。 

第 1 期基本計画22では，産学官連携については，

研究開発能力の向上，研究活動の活性化及び人的

交流の促進の観点から取り上げられ，また，共同

研究等の推進により研究成果の民間への積極的な

移転を促進するとされ，第 2 期基本計画23では，

基本理念の中で，産業を通じた科学技術の成果の

社会への還元として，産学官連携の強化等を通じ

産業技術力の強化を図ることがあげられ，重要政

策として，産学官連携の強化のための情報流通・

人材交流の仕組みの改革，公的研究機関から産業

への技術移転の環境整備，公的研究機関の研究成

果を活用した事業化の促進等が具体的に提言され

た。 

第 3 期基本計画24では，産学官連携は，諸般の

制度整備によって着実に進展したと評されつつ，

イノベーションを創出するための重要な手段とし

て位置づけられ，産学官の信頼関係の醸成，大学

等の自主的な取組の促進，大学知的財産本部や技

術移転機関の活性化と連携強化，知的財産活動の

円滑な展開によるその持続的な発展と，戦略的・

組織的な連携や地域貢献型の共同研究等の連携の

深化を図るべきとされている。また，国際標準化

活動のためにも産学官の連携を一層強化するとさ

れている。 

総合科学技術会議には，重要事項に関する専門

的な知見を迅速に探るため，本会議の下に，4 つ

の専門調査会が設置されている。その一つが平成

14 年に設置された知的財産に関する専門調査会

（知的財産戦略専門調査会）であり，例年知的財



 論  文  

 

特許研究  PATENT STUDIES  No.49  2010 / 3 11

産戦略をまとめてきており，当初のものより大学

等の知財体制に関する内容や産学官連携推進に関

して提言してきた。具体的には，平成 14 年には，

大学等が「知的財産創造立国」実現のための知的

財産の創造および活用の分野における重要な担い

手として位置づけられ，そのための体制整備等に

ついて提言された。また，平成 15 年には，大学等

における知的財産活動を抜本的に活性化させ産学

官連携を一層推進させていくため，大学等の知的

財産活動に対する積極的取組に対して適切な支援

を行なっていく必要があるとし，その際，①大学

等の自主性を尊重し，各大学等の自らの個性・特

長を生かした取組を推進すること，②大学等にも

競争原理を導入し，大学等の特性を踏まえて，知

的財産活動の成果を適正に評価し，その評価に基

づいて資源配分を行なうこと，一方，③知的財産

活動が真の成果をみるまでには長期間要すること

及び知的財産活動がまだ緒についたばかりである

ことを十分考慮すべきとされた。平成 16 年には，

大学に期待される役割の変化（研究成果の普及，

及びその活用の促進）を捉え，知的財産を活用し

た産学官連携が大学等の社会貢献の極めて有効な

手段であることを認識し施策提言をしている。最

新のもの25おいても，イノベーション促進（プロ

イノベーション）型知的財産システムへの転換の

ため産学官連携の推進を図るべく施策提言をして

いる。 

平成 21 年夏には，この専門調査会の会長である

相澤益男議員を座長としてタスクフォースが立ち

上げられ，プロイノベーションに即した大学等知

財システムの強化について検討が開始され 12 月

にまとめられた（図 6 参照26）。そこでは，学の

知的創造活動と産の事業化活動を活性化しイノベ

ーションを実現するため，共創する場の強化等に

より産学の多方面での相互作用の好循環を促進し

ていく観点から，大学内外に求められている産学官 

 
プロイノベーションに即した大学等知財システムの強化について

タスクフォースにおける重要論点を踏まえた今後特に強化すべき機能
（国が取り組むべき施策を厳選していくことが必要）

産業界

○GAP FUND

○アーリーステージ技術・企業へのファ
ンディング（産業革新機構等の活用）

○ベンチャー育成

新たにつなぐ仕組み

○基盤研究コンソーシアム（日本版IMEC）

○情報共有インフラ

論点B

産学の多方面での相互作用の強化

学の知的創造活動の活性化 産の事業化活動の活性化

論点A 大学内外における産学連携機能の在り方 論点B 産学をつなぐ新しい仕組み 論点C グローバル化への対応 論点D その他

（中小企業・大企業，海外企業）

共通的に強化すべき大学等支援機能
（広域ＴＬＯ，ナショナル知財支援センター 他）

○重要な研究開発成果の捕捉及び発明評価 ○知財ポートフォリオ構築

○企業視点による研究・知財戦略構築支援

○革新的技術開発プロジェクトへの知財プロデューサー等派遣

○知財制度 ○人材育成

論点D

○海外連携ガイドライン

○海外出願知財戦略策定支援○海外出願支援

論点C
○海外へのライセンス支援

○産学対話の場（サロン等）

大学等

○日々の産学連携業

務について研究者を
サポートする機能

各大学等で
強化すべき機能

○潜在ニーズや出口
イメージの発信

○民間主導・民間活力を
活用した技術移転シス
テム

論点A

○産学連携促進税制

産学連携
促進機能

（共創する場）

平成22年2月16日
総合科学技術会議
議員 相澤益男

資料8

 
 

図 6：プロイノベーションに即した大学等知財システムの強化について 
（出典：知的財産戦略本部「知的財産による競争力強化・国際標準化専門調査会（第 1 回）資料 8」） 
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連携機能の明確化，産学をつなぐ新しい仕組みの

構築，グローバル化に対応した環境整備等が議論

された。大学内外における産学官連携機能につい

ては，特に各大学等で強化されるべき機能，地域

や専門分野，場合によっては国レベルで共通的に

大学等を支援することが望ましい機能を明確化し

ている。また，昨今，大学や公的研究機関が保有

する研究成果について，国内企業が関心を持たな

くとも外国企業から共同研究の実施や知財権のラ

イセンスを求められる場合が増えており技術流出

等に配慮する必要があるが，本来，最先端技術を

有する外国企業との共同研究が大学等の研究を活

性化・高度化させて次の研究成果を創造したり，

外国企業への技術協力が地球規模の問題解決につ

ながるなど，外国企業との連携が国民の利益に繋

がることが期待されるケースが少なくないことか

ら海外連携ガイドライン等の整備を提案している。

この内容は，平成 22 年 2 月 16 日に行なわれた知

的財産戦略本部「知的財産による競争力強化・国

際標準専門調査会」（第 1 回）27に提供された。 

 

4．おわりに 

平成 21 年 11 月 13 日に行われた行政刷新会議

「事業仕分け」において，WG は文部科学省予算

の産学官連携等を廃止と決定づけた28。文部科学

省はこの事業仕分けの対象となった事業ついて，

同年 11 月 16 日から 1 ヶ月間意見募集し，収集し

た 15 万 3000 件超の意見を反映した対応を公表し

た29。産学官連携については，地域科学技術振興

とあわせイノベーションシステム整備事業として

実行しつつも，段階的に終了するとしている。段

階的に終了するというのは，当初予定していた事

業期間までは積極的に支援していくという意味で，

将来的には，その重要性に鑑み積極的に検討して

いくとされている。同年 12 月 25 日に閣議決定さ

れた平成 22 年度予算政府案において，これらの予

算は当初要求予算より減額されるも残っている30。ま

た，経済産業省の産学官連携関連予算については，

継続事業の前年比減額があるものの，中小企業と

の産学官連携に関するものが約 13 億円新規として

予算化された（「中小企業等の研究開発力向上及び

実用化推進のための支援事業」，「中小企業等の次

世代の先端技術人材の育成・雇用支援事業」31）。 

「新成長戦略（基本方針）～輝きのある日本へ」

が平成 21 年 12 月 30 日に閣議決定された32。その

中で，特に科学・技術立国戦略の項には，「産学連

携など大学・研究機関における研究成果を地域の

活性化につなげる取組を進める」と，第 3 期科学

技術基本計画で取り上げられている地域貢献型の

産学連携の推進が取り上げられている。 

このように産学官の連携については，十数年前

に比べ，制度，環境等が大きく進展してきており，

日本の成長のためにも欠かせないものとなってき

ている。大学等は，知的財産の創造とともに知的

財産を創造・活用する人材の育成，さらに質の高

い成果（知的財産，人材）を広く社会に提供する

機関としてますます重要な役割を担うことになろ

う。特に地域での活動を考えると，地域を中心に

活動している中小企業や農業関係者との連携を強

化すべきであり，そのためには大学等での創造成

果の見える化（百聞は一見にしかずの精神で）が

必須であろう。さらに，国際的な課題の解決や新

たなイノベーションの創出のため，今後は欧米，

アジア，アフリカ諸国の産学官を交えた連携を進

展させることが期待され，そのためのルール作り

も必要となろう。 

 
 
注）  

1 「科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会産学連携推進委

員会第5期第2回参考資料1」P.9（http://www.mext.go.jp/b_menu/ 
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shingi/gijyutu/gijyutu8/009/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2009/12/2 
2/1285707_2.pdf） 

2 「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移

転の促進に関する法律」（平成10年5月6日・法律第52号）（http:// 
/www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/sangakuc/sangakuc10_
1.htm） 

3 経済産業省「産業技術力強化法の改正について」（http:// www. 
go.jp/policy/innovation_policy/sangiho.htm） 

4 「第2期科学技術基本計画」（http://www8.cao.go.jp/cstp/kihon 
keikaku/kihon.html） 

5 「知的財産基本法」（平成14年法律第122号）（http://www. kan 
tei.go.jp/jp/singi/titeki/hourei/021204kihon.html） 

6 文部科学省「国立大学法人法の概要」（http://www.mext. go. jp/ 
a_menu/koutou/houjin/03052704.htm） 

7 「第3期科学技術基本計画」（http://www8.cao.go.jp/cstp/kihon 
keikaku/kihon3.html） 

8 「教育基本法（平成18年法律第120号）について」（http://www. 
mext.go.jp/b_menu/kihon/about/06121913/001.pdf） 

9 内閣府「イノベーション25のポイント」（http://www.cao. go.jp/ 
innovation/innovation/point.html） 

10 知的財産戦略本部「知的財産の創造，保護及び活用に関する
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